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平成２４年１１月２８日判決言渡 

平成２３年(行コ)第１５９号 関税更正処分取消等，通知処分取消請求控訴事件 

主          文 

本件控訴を棄却する。 

控訴費用は控訴人の負担とする。 

      事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

（第１事件） 

２ 原判決別紙処分目録１－１の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

６年１０月１３日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」

欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る関税についての各更正処分のうち，

納付すべき関税額につき同目録の各「納付すべき関税額」「更正前の金額」欄

記載の金額を超える部分及び各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消

す。 

３ 原判決別紙処分目録１－２の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

６年１０月１９日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」

欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る関税についての各更正処分のうち，

納付すべき関税額につき同目録の各「納付すべき関税額」「更正前の金額」欄

記載の金額を超える部分及び各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消

す。 

４ 原判決別紙処分目録１－３の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

６年１１月２４日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」

欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る関税についての各更正処分のうち，

納付すべき関税額につき同目録の各「納付すべき関税額」「更正前の金額」欄

記載の金額を超える部分及び各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消
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す。 

５ 原判決別紙処分目録１－４の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

７年６月２３日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」欄

記載の輸入申告書番号の納税申告に係る関税についての各更正処分のうち，納

付すべき関税額につき同目録の各「納付すべき関税額」「更正前の金額」欄記

載の金額を超える部分及び各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消

す。 

６ 原判決別紙処分目録１－５の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

６年１０月１３日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」

欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る消費税及び地方消費税についての各

更正処分のうち，納付すべき消費税額につき同目録の各「納付すべき消費税

額」「更正前の金額」欄記載の金額を超える部分及び納付すべき地方消費税額

につき同目録の各「納付すべき地方消費税額（貨物割額）」「更正前の金額」

欄記載の金額を超える部分並びに各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取

り消す。 

７ 原判決別紙処分目録１－６の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

６年１０月１９日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」

欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る消費税及び地方消費税についての各

更正処分のうち，納付すべき消費税額につき同目録の各「納付すべき消費税

額」「更正前の金額」欄記載の金額を超える部分及び納付すべき地方消費税額

につき同目録の各「納付すべき地方消費税額（貨物割額）」「更正前の金額」

欄記載の金額を超える部分並びに各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取

り消す。 

８ 原判決別紙処分目録１－７の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

６年１１月２４日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」

欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る消費税及び地方消費税についての各
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更正処分のうち，納付すべき消費税額につき同目録の各「納付すべき消費税

額」「更正前の金額」欄記載の金額を超える部分及び納付すべき地方消費税額

につき同目録の各「納付すべき地方消費税額（貨物割額）」「更正前の金額」

欄記載の金額を超える部分並びに各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取

り消す。 

９ 原判決別紙処分目録１－８の各「処分行政庁」欄記載の処分行政庁が平成１

７年６月２３日付けで控訴人に対してした，同目録の各「輸入申告書番号」欄

記載の輸入申告書番号の納税申告に係る消費税及び地方消費税についての各更

正処分のうち，納付すべき消費税額につき同目録の各「納付すべき消費税額」

「更正前の金額」欄記載の金額を超える部分及び納付すべき地方消費税額につ

き同目録の各「納付すべき地方消費税額（貨物割額）」「更正前の金額」欄記

載の金額を超える部分並びに各過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消

す。 

（第２事件） 

10 控訴人が横浜税関α出張所長（以下「α出張所長」という。）に対して原判

決別紙処分目録２－１の各「更正の請求日」欄記載の日に行った同目録の各

「輸入申告書番号」欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る関税，消費税及

び地方消費税の税額に係る更正の請求について，α出張所長が平成１８年２月

２日付けでした更正をすべき理由がない旨の通知処分のうち，関税の税額につ

き更正をすべき理由がないとした部分をいずれも取り消す。 

11 控訴人が横浜税関β出張所長（以下「β出張所長」という。）に対して原判

決別紙処分目録２－２の各「更正の請求日」欄記載の日に行った同目録の各

「輸入申告書番号」欄記載の輸入申告書番号の納税申告に係る関税，消費税及

び地方消費税の税額に係る更正の請求について，β出張所長が平成１８年２月

２日付けでした更正をすべき理由がない旨の通知処分のうち，関税の税額につ

き更正をすべき理由がないとした部分をいずれも取り消す。 
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第２ 事案の概要 

 １ 事案の要旨 

控訴人は，化粧品，美容用品その他のパーソナルケア製品及び栄養補助食品

の輸入，卸売販売等の事業を営む会社であり，Ａ（以下「Ａ社」という。）

は，Ｂ及びＣの商標でパーソナルケア製品及び栄養補助食品を製造し，世界約

５０の国と地域でグループ会社を介してその卸売販売をしているアメリカ合衆

国（以下「米国」という。）ユタ州の法人である。また，Ｄ（以下「Ｄ社」と

いう。）は，パーソナルケア製品及び栄養補助食品の販売等の事業を営む米国

ユタ州の法人であり，Ｅ（以下「Ｅ社」という。）は，香港で設立された法人

である。そして，控訴人，Ｅ社及びＤ社は，いずれもＡ社の全額出資法人であ

る。 

東京税関γ出張所長，α出張所長及びβ出張所長（以下「処分行政庁ら」と

いう。）は，控訴人が行った商品名Ｆ外１０種類の製品（以下「本件対象製

品」という。）の原判決別紙輸入目録１－１ないし１－４記載の各輸入取引

（同目録記載の輸入貨物を以下「本件各輸入貨物」という。）に関する申告

（以下「本件各申告１」という。）について，関税定率法に規定する輸入取引

の売手は，Ｄ社であるとして関税，消費税及び地方消費税の各更正処分（以下

「本件各更正処分」という。）並びに過少申告加算税の各賦課決定処分（以下

「本件各賦課決定処分」といい，本件各更正処分と併せて「本件各更正処分

等」という。）をした。 

本件は，控訴人が，本件各更正処分等にかかる本件各申告１について，本件

各輸入貨物の輸入取引の売手は米国所在の本件各輸入貨物の製造業者ら（以下

「本件各ベンダー」という。）であると主張して，処分行政庁がした本件各更

正処分並びに本件各賦課決定処分の各取消しを求め（第１事件），また，その

後，控訴人が，自己の行った原判決別紙輸入目録２－１及び２－２記載の本件

各輸入貨物の輸入取引に関して，輸入取引の売手はＤ社であるとして関税，消
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費税及び地方消費税の申告（以下「本件各申告２」という。）納税をした後，

売手は本件各ベンダーであるとして各更正の請求をしたところ，α出張所長及

びβ出張所長が，上記各更正の請求には理由がない旨の通知処分（以下「本件

各通知処分」という。）をしたことから，控訴人が，本件各通知処分は違法で

あると主張して，その取消しを求めている（第２事件）事案である。 

   原審は，処分行政庁らがした本件各申告１についての本件各更正処分並びに

本件各賦課決定処分はいずれも適法であり，また控訴人の本件各申告２につい

ての各更正の請求には理由がなく，本件各通知処分はいずれも適法であるとし

て控訴人の請求をいずれも棄却した。 

   これに対し，控訴人がこれを不服として，控訴した。 

 ２ 関係法令等の定め，前提事実，争点及び争点についての当事者の主張 

関係法令等の定め，前提事実，争点及び争点についての当事者の主張は，

以下のとおり補正したうえ，３に当審における控訴人の主張を付加するほか

は，原判決の「事実及び理由」中の「第２ 事案の概要」の「２ 関係法令等

の定めの概要等」，「３ 前提事実」，「４ 本件各更正処分等の根拠及び適

法性についての被告の主張（第１事件）」，「５ 当事者の主張の構造の骨

子」，「６ 争点」及び「７ 争点に関する当事者の主張の概要」に記載のと

おりであるから，これを引用する。 

(1) 原判決別紙処分目録２－１－平成１８年２月２日付α出張所長処分－の

整理番号２，３，９，１７，１８の「更正後の金額」，「減少する税額」，

「更正請求により減少する関税額」を本判決別表１－１「処分目録２－１－

平成１８年２月２日付α出張所長処分－」の該当整理番号の各「正」の欄に

記載する金額にそれぞれ改める。 

(2) 原判決別紙処分目録２－２－平成１８年２月２日付β出張所長処分－の

整理番号１９，２０，２１，３３，５８，８７，１０７の「更正後の金

額」，「減少する税額」，「更正請求により減少する関税額」を本判決別表
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１－２「処分目録２－２－平成１８年２月２日付β出張所長処分－」の該当

整理番号の各「正」の欄に記載する金額にそれぞれ改める。 

(3) 原判決の２３頁１９行目の「本件各製品」を「本件対象製品」に改め

る。 

(4) 原判決の３５頁１５行目の「原告」を「被控訴人」に改める。 

 ３ 当審における控訴人の主張 

(1) 本件各輸入貨物にかかる関税定率法４条１項に規定する「輸入取引」

は，控訴人と誰との間の取引か（原判決争点①）について 

  関税評価協定の趣旨は，輸入者の恣意的な評価を防止することではなく，

税関当局の恣意的な課税を防止することである。関税評価協定１条は，この

目的を達成するため，関税の課税価格決定の原則を「輸入国への輸出のため

の売買」の価格に一定の加算要素を加えた金額としている。この関税評価協

定の趣旨から，関税評価協定１条が原則的な課税価格の算定方法とした現実

支払価格の方法の基礎とされるべき，「輸入国への輸出のための売買」と

は，客観的かつ画一的かつ簡明な認定が可能な私法上の法律関係としての売

買をいう。本件において，Ｄ社に対し本件各輸入貨物を購入する代理権を授

与する旨の合意（控訴人とＤ社及びＥ社間の平成１４年７月１日を効力発生

日とする三者間の覚書に基づく合意。この覚書を以下「本件三者間の覚書」

という。）が控訴人とＤ社との間にあり，またＤ社が控訴人の代理人として

本件各ベンダーから本件各輸入貨物を購入する旨の合意（平成１４年７月１

日を効力発生日とする控訴人と本件各ベンダー間の覚書に基づく合意。この

覚書を以下「本件ベンダー覚書」という。）が控訴人と本件各ベンダーとの

間にあり，Ｄ社が控訴人を代理して本件各ベンダーと本件各輸入貨物の売買

契約を締結した点が立証されているのであるから，控訴人と本件各ベンダー

との間には本件各輸入貨物の売買が存在する。また，控訴人とＤ社との間に

本件各輸入貨物の売買は存在しない。控訴人と本件各ベンダーとの間の本件
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各輸入貨物の売買は，輸出国から本件各輸入貨物を日本に輸出することを目

的とした売買であるから，「輸入取引」に該当する。したがって，本件輸入

取引は，控訴人と本件各ベンダーとの間の取引である。（控訴人準備書面

(1)６頁ないし９頁，１４頁） 

(2) 控訴人とＤ社との間に売買が認められるとした場合でも，ファースト・

セール理論により，本件各ベンダーとＤ社との間の売買を「輸入取引」とす

べきか（原判決争点①－２，予備的主張）について 

 関税評価協定は，各国の関税当局が「国庫収入の確保」という見地から恣

意的な評価を行うことを防止するため，裁量の余地のない「輸入国への輸出

のための売買」の価格という客観的な基準により，課税価格を評価したもの

である。したがって，このような関税評価協定及びそれを受けて規定された

関税定率法４条１項の趣旨からすれば，課税価格の算定の基礎となる「輸入

取引」が何かについては，「輸入国への輸出のための売買」という文言に従

って，客観的に判断されなければならない。そして，関税評価協定も関税定

率法も，輸入に先立ち複数の売買がある場合，最終の売買でなければ「輸入

国への輸出のための売買」ではない旨の特段の規定を設けていない。租税法

規の解釈の原則からすれば，最初の売買であっても「輸入国への輸出のため

の売買」に該当する限り，「輸入取引」に該当する（いわゆるファースト・

セール理論）というべきであり，かかるファースト・セール理論を採用すべ

きである。（控訴人準備書面(1)１７頁） 

(3) 控訴人とＤ社との間の取引が輸入取引とされた場合，本件各更正処分等

及び本件各申告２における課税価格の計算は適法であったか（原判決争点

②）について 

ア 類型Ⅱ（原判決２９頁９行目から３０頁１０行目までの「(6) 本件各

輸入貨物の類型」のうち，イ記載の類型，すなわち，これらに対応するＤ

社インボイスが税関に提出されていないが，過去に税関に輸入申告をして
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許可された同種貨物に係るＤ社インボイスが存在するもの。）及び類型Ⅲ

（同ウ記載の類型，すなわち，これらに対応するＤ社インボイスが税関に

提出されておらず，過去に税関に輸入申告をして許可された同種貨物に係

るＤ社インボイスが存在するものの，当該Ｄ社インボイスは，当該製品の

価格についてＤ社と控訴人との間で変更の合意がされる前のもの。）の輸

入貨物について現実支払価格による方法によらないことが適法か（原判決

争点②－２の前段，②－３の前段）について 

 類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物に関して，実際に控訴人からＤ社に支払わ

れたのは控訴人の主張する金額だけであって，控訴人とＤ社間には当該貨

物の輸入に関してそれ以外の債権債務は発生していない。課税価格は客観

的事実に基づき認定しなければならないのであり，控訴人からＤ社に対し

て，類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物の取引について支払われた「現実支払価

格」に基づいて，課税価格を評価しなければならない。（控訴人準備書面

(1)１８頁） 

イ 類型Ⅱの輸入貨物について，同種又は類似の輸入貨物の課税価格の方法

によるのに必要な近接性の要件を満たしているか（原判決争点②－２の後

段）について 

関税定率法４条の２第１項に規定する「当該輸入貨物の本邦への輸出の

日に近接する日」について，通達の規定する「１月以内」であれば「同時

またはほぼ同時」という文言に反しない余地はあるが，それを超える期間

は，通常の意味内容からすればもはや「同時またはほぼ同時」に該当しな

い。したがって，「輸出の日の前後１月以内」の基準に合致しないのに関

税定率法４条の２を適用してされた本件各更正処分や本件各申告２は関税

定率法の規定に違反する。（控訴人準備書面(1)１９頁） 

ウ 類型Ⅲの輸入貨物について，製造原価からの積算方式又は国内販売価格

からの逆算方式によることができるか（原判決争点②－３の後段）につい
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て 

 ①関税定率法４条の３第２項に規定する「本邦への輸出のための販売に

係る通常の利潤及び一般経費」は，関税評価協定６条１項(b)に規定する

「同類貨物が輸入貨物の輸出国の生産者により輸入国への輸出のために販

売される場合において，当該同類貨物の価格に含まれる利潤及び一般経費

に相当する額」と同義であり，「通常の利潤及び一般経費」はベンダーの

利潤及び一般経費であるから，製造原価からの積算方式により課税価格を

計算できる。②また，国内販売価格からの逆算方式による計算に必要な資

料はすべて控訴人内部の資料であり，入手可能であるから，国内販売価格

の逆算方式による計算が可能である。それにもかかわらず，その他の方法

を用いて課税価格を算定してされた申告は違法であるから，更正の請求に

は理由があり，また国内販売価格からの逆算方式による計算ができるかど

うか調査をすることなく行われた本件通知処分は違法である。（控訴人準

備書面(1)１９ないし２１頁） 

(4) 控訴人とＤ社との間の取引が輸入取引とされた場合，本件各更正処分等

について，信義則違反が認められるか（原判決争点③）について 

ア 控訴人は，横浜税関長を名宛人として「輸入貨物の関税課税価格の決定

について」と題する書面を提出しており，その内容からしてベンダーイン

ボイスに記載された価格を基に課税価格を計算して輸入申告をすることが

認められないかについて横浜税関長に対して教示を求めるものであること

は一見して明らかである。この教示の求めに対し，横浜税関長は，特別価

格審査官であるＧ審査官に控訴人に対する「輸入貨物の関税課税価格の決

定の教示に関する」事務を行うように命じたものであり，税関長の命を受

けて，Ｇ審査官が行った教示は，責任ある立場にある者の組織としての見

解の表示であることは明らかである。（控訴人準備書面(1)１５頁，１６

頁） 
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イ Ｇ審査官は，平成１１年１０月１３日の会議において，控訴人に対し，

横浜税関長宛て書簡の付属書類に修正を加えた新しい書類を添付して控訴

人とベンダーとの間の売買を輸入取引とした包括申告書を提出すれば承認

の捺印をして即日交付する旨説明し，この説明どおり添付書類を付した包

括申告書の提出があった同年１０月２５日に承認印を押捺して即時に控訴

人に交付した。これは控訴人とベンダーとの間の売買を輸入取引として課

税価格を算定してよい旨の，税関としての公式見解の表示であることが明

らかである。（控訴人準備書面(1)１６頁，１７頁） 

ウ したがって，事前教示の事務を分掌する職責を有するＧ審査官が，控訴

人の事前教示の求めに対して，当時の慣行どおりに，口頭でベンダーと控

訴人との売買が輸入取引である旨の回答を行ったものであるから，信義則

が適用されるべきである。（控訴人準備書面(4)７０頁） 

(5) 控訴人には，過少申告加算税を課すべきでない「正当な理由」があった

か（原判決争点⑤）について 

 税務官庁の側に過少に納税義務が確定することに原因を与えるような義務

違反がある場合には，納税者に義務違反があっても納税者に過少申告加算税

を課すべきでない「正当な理由」がある。本件では，第一に，税関が一連の

会議とその後の行動により，控訴人がベンダーのインボイス価格により申告

することへの要因を与えており，税関の行動がなければ，かかる申告を控訴

人が行うことはなかった。税関は，その後の事後調査においても，今回の更

正の理由となった事実と同じ事実を知りながら，見解を変更する旨の公式な

見解を表示していない。そうすると，今回の更正処分が行われるまでは，税

関は申告納税制度の下なすべきことをしていなかったといえるから，過少申

告加算税を課すべきでない「正当な理由」がある。第二に，本件は，数次の

事後調査においても，税関が，今回と同じ事実を認識し，更正処分の検討を

しながら結局更正処分を行い得なかったほどに，難解な法律問題を含んでい



 11 

る。この難解な法律問題を含む申告に関し，控訴人は，その正当性につき専

門家を含め内部で検討し，さらには，関係する事実をすべて開示して，税関

に対して教示を求める手続を取っているのであり，控訴人は輸入者として申

告に際しすべきことをすべてしているといえるから，ベンダーのインボイス

価格に基づき課税価格が決定されると信じたことには相当の理由がある。し

たがって，この点からも過少申告加算税を課すべきでない「正当な理由」が

ある。（控訴人準備書面(3)１３頁，１８頁） 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も，処分行政庁らがした本件各更正処分並びに本件各賦課決定処分

はいずれも適法であり，また控訴人の各更正の請求には理由がなく，本件各通

知処分はいずれも適法であるから，控訴人の本件請求は，いずれも理由がない

ものと判断する。 

  その理由は，以下のとおり補正し，後記２のとおり付加するほかは，原判決

の「事実及び理由」中の「第３ 当裁判所の判断」１ないし１０項に記載のと

おりであるから，これを引用する。 

(1) 原判決１２５頁４行目の「課税定率法」を「関税定率法」に改める。 

(2) 同１２８頁２１行目末尾に「なお，Ｄ社は控訴人に対し製品価格及び控

訴人を代理して行う製品の海外における購入に係るＤ社のサービス・フィー

を日本円で請求する。」を加える。 

(3) 同１３１頁２１行目の「確認した」を「授権した」に改める。 

(4) 同１４２頁１４行目の「取引にいては」を「取引については」に改め

る。 

(5) 同１４５頁１行目の「上記のような事情があったことに」から同６行目

の「このことは，」までを「上記のような事実が存在したことは」に改め

る。 

２ 控訴人は当審において上記第２の３のとおり主張するが，いずれも控訴人の
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原審における主張の繰り返しであり，これらの主張については，原判決が「第

３ 当裁判所の判断」の１ないし１０項に判示するとおりであって，いずれも

採用できない。以下では，上記のとおり，控訴人が当審において重ねて主張す

る点につき，必要な範囲であえて重複をいとわずに判断を示すこととする。 

(1) 本件各輸入貨物にかかる関税定率法４条１項に規定する「輸入取引」

は，控訴人と誰との間の取引か（原判決争点①）について 

 ア この点について，控訴人は，関税評価協定の趣旨が輸入者の恣意的な評

価を防止することではなく，税関当局の恣意的な課税を防止することにあ

り，その趣旨からすると，関税評価協定１条が原則的な課税価格の算定方

法とした現実支払価格の方法の基礎とされるべき「輸入国への輸出のため

の売買」とは，客観的かつ画一的かつ簡明な認定が可能な私法上の法律関

係としての売買をいい，本件においては，控訴人とＤ社及び控訴人と本件

各ベンダーとの間にＤ社が控訴人を代理して本件各ベンダーと本件各輸入

貨物の売買契約を締結する合意（本件三者間の覚書及び本件ベンダー覚書

による合意）があり，この合意に基づく取引がされたことが立証されてい

るから，本件「輸入取引」は控訴人と本件各ベンダーとの間の取引である

旨主張する。 

イ そこで判断するに，本件輸入取引が控訴人と誰との間の取引かは事実認

定にかかる問題である。そして，関税評価協定１７条は，「この協定のい

かなる規定も，関税評価のために行われた陳述若しくは申告又は提出され

た文書が真実を述べたものであるかないか又は正確なものであるかないか

について検討する関税当局の権利を制限し，又はこの権利について疑義を

差し挟むものと解してはならない。」と規定しているところ（乙イＡ６

５），その趣旨は，税関が関税評価のための検討を行うに際し，輸入者等

から提出された書類の記載内容のみの検討にとどまらず，その真実性につ

いても併せて検討する権限を有することを確認するものと解される。さら
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に，関税定率法は，関税評価協定に準拠し，４条ないし４条の４に輸入貨

物の課税価格の決定にかかる規定を定めているが，これらによれば，税関

職員は，輸入者から輸入（納税）申告書が提出された場合，課税価格や関

税等の申告書の記載内容が適正なものであるか否かを判断するに当たり，

輸入者の説明及び申告書の添付書類の形式的記載内容のみによるのではな

く，輸入貨物の関税評価のために提出されたインボイスや契約書などが真

の取引実態を反映したものか否かについて，取引においてあらわれた個別

的な事実を総合的に考慮して，真実の取引関係あるいは真実の売手又は買

手を判断すべきものと解される。加えて，そもそも課税要件事実は，形式

的な法律関係にとらわれることなく実体及び実質に従って認定・判断され

るべきものであるが，上記の理解はこの要請にも合致する。この点につ

き，控訴人の主張の趣旨が関税評価規定の趣旨からして，税関当局に輸入

者等から提出された書類の記載内容の真実性について併せて検討する権限

を有しないというものであるとすると，その主張は，前提を誤るものとし

て採用することはできない。 

ウ 関係証拠によれば，控訴人の申告にかかる本件各輸入貨物の取引につい

て，本件ベンダー覚書により，控訴人が覚書の対象となる製品の荷受人で

あり買主であること，Ｄ社を介して同製品の発注を行い，Ｄ社は控訴人の

ために本件各ベンダーに注文を行うことなどが約定され，また本件三者間

の覚書により，Ｄ社は，控訴人を代理して控訴人のために本件各ベンダー

と購入契約の締結を行うことなどが約定されたことが認められる（甲イ

３，５の１ないし４，甲イ３４，３５）。これらの申告書の添付書類等か

らは，本件各輸入貨物の取引が，これらの覚書による合意に基づき，控訴

人と本件各ベンダーとの間の取引である旨の事実を認める余地がある。し

かしながら，そのためには，本件各輸入貨物の取引につき，上記イに説示

したとおり，取引においてあらわれた個別的な事実を総合的に考慮するこ
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とにより，申告書の添付書類等の記載内容の真実性について検討し，売買

当事者が控訴人と本件各ベンダーである旨の事実を認定できることが必要

である。 

エ ところで，関税定率法４条１項に規定する「輸入取引」とは，原則とし

て，貨物を外国から本邦に向けて輸出することを目的として行われたとき

の売買をいい，当該売買が輸出国（又は第三国）の者と本邦に居住する者

との間又は本邦に居住する者の間で行われたものであるか否かは問わない

ものであるが，本邦へ輸出される前に輸出国において本邦へ向けて輸出す

る目的で複数の取引が行われた場合には，現実に貨物を外国から本邦へ向

けて輸出することになった売買を輸入取引に当たると解するのが相当であ

る（乙イＡ７８の１，関税定率法基本通達４－１(1)）。また，関税定率

法４条１項に規定する「売手」及び「買手」とは，実質的に自己の計算と

危険負担の下に輸入取引をする者をいうのであり，具体的には，売手及び

買手は自ら輸入取引における輸入貨物の品質，数量，価格等を取り決め，

瑕疵，数量不足，事故，不良債権等の危険を負担することになる（関税定

率法基本通達４－２(1)）。そうすると，本件においても，売手が誰であ

るかの事実を認定するには，上記の自己の計算と危険負担という要素を基

本に誰が輸入取引をしたといえるかを判断するのが相当である（買手が控

訴人であることについては当事者間に争いがない。）。 

そこで，本件について見るに，関係証拠によれば，①控訴人は，本件三

者間の覚書（甲イ３）により，Ｄ社は，控訴人を代理して控訴人のために

本件各ベンダーと購入契約を締結している旨主張するが，同覚書では本件

各ベンダーとの間の価格交渉についてはＤ社が行うとされるものの，Ｄ社

が本件各ベンダーと価格交渉をするための控訴人との事前の交渉や取決め

の約定が存在しておらず，控訴人が代理人を介して本件各ベンダーとの間

の価格交渉を自ら行っているものとは評価し得ないこと，②控訴人は，本
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件各輸入貨物以外の他の本邦市場向け貨物については，控訴人とＤ社との

間の取引を「輸入取引」として申告をしているところ，本件各輸入貨物と

他の本邦市場向け貨物を区別することなく，Ｄ社に対しＤ社の販売価格で

発注し，同社から発送を受け，Ｄ社の販売価格で支払（前払金による充当

を含む。）を行っていること（乙イＡ５の１ないし３，３３），③平成１

１年包括申告書提出前における本件対象製品の取引の方法は，上記の他の

本邦市場向け貨物と同様にＤ社に対しＤ社の販売価格で発注し，同社から

発送を受け，Ｄ社の販売価格で支払うという方法で行われていたこと（争

いがない事実），④控訴人からＤ社に対する支払は日本円で行うのに対

し，Ｄ社から本件各ベンダーに対する支払は米国ドル建てで行うこととさ

れ，為替変動リスクはＤ社が有していること（甲イ３，５の１ないし４，

９，乙イＡ３２，３９，４０，４８），⑤本件各輸入貨物の輸送中の責

任，瑕疵及びクレーム求償については，Ｄ社が責任を負担しており，控訴

人は，クレーム求償について他の本邦市場向け貨物と同様にＤ社の価格に

基づいて行っていること（甲イ３，乙イＡ１２の１ないし３及び１３の１

ないし６），が認められる。そうすると，本件各輸入貨物に係る輸入取引

についても，他の本邦市場向け貨物と同様に，控訴人とＤ社が，自ら，本

件各輸入貨物の品質，数量，価格等を取り決め，Ｄ社が瑕疵，数量不足，

事故，不良債権等の危険を負担しているものということになる。したがっ

て，本件輸入取引においてＤ社は控訴人の代理人としての実質はなく，売

手であると認めるのが相当である。すなわち，本件各輸入貨物の輸入取引

は，Ｄ社（売手）と控訴人（買手）との間の取引であるというほかない。 

なお，Ｄ社が本件各ベンダーに対して発行した本件各対象製品に係る発

注書（甲イ４７）には，控訴人がＤ社に対して控訴人を代理して本件各対

象製品の価格により各ベンダーに発注する権限を付与したかのような控訴

人の署名がされているが，本件輸入取引にあらわれた上記各事実が存する
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本件においては，このことをもってＤ社が控訴人の代理人としての実質を

備えていないという判断を左右するものとはならない。 

オ 以上の認定事実によれば，本件輸入取引は，控訴人と本件各ベンダーと

の間の売買である旨の控訴人の主張は，その前提を欠き，採用することが

できない。また，控訴人が原審から主張する論拠全般については，補正の

うえ引用した原判決（１２３頁ないし１４６頁）に説示するとおりであ

る。さらに，当審においてるる主張するその他の論拠については，いずれ

もその前提を欠くか，従前の主張と整合しないか，独自の見解のいずれか

であって，これを採用することはできない。 

(2) 控訴人とＤ社との間に売買が認められるとした場合でも，ファースト・

セール理論により，本件各ベンダーとＤ社との間の売買を「輸入取引」とす

べきか（原判決争点①－２，予備的主張）について 

ア この点について，控訴人は，関税評価協定及びそれを受けて規定された

関税定率法４条１項の趣旨からすれば，課税価格が何かについては，「輸

入国への輸出のための売買」という文言に従って，客観的に判断されなけ

ればならないのであり，関税評価協定も関税定率法も，輸入に先立ち複数

の売買がある場合，最終の売買でなければ「輸入国への輸出のための売

買」ではない旨の特段の規定を設けておらず，租税法規の解釈の原則から

すれば，最初の売買であっても「輸入国への輸出のための売買」に該当す

る限り，「輸入取引」に該当する（いわゆるファースト・セール理論）と

いうべきであり，かかるファースト・セール理論を採用すべき旨主張す

る。 

イ そこで判断するに，上記(1)エで説示したとおり，関税定率法４条１項

に規定する「輸入取引」とは，原則として，貨物を外国から本邦に向けて

輸出することを目的として行われたときの売買をいい，本邦へ輸出される

前に輸出国において本邦へ向けて輸出する目的で複数の取引が行われた場
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合には，現実に貨物を外国から本邦へ向けて輸出することになった売買を

いうと解される。これは，関税評価技術委員会の採択文書である勧告的意

見１４．１が「貨物の実際の国際移動を伴う取引のみが，取引価格方式に

よって商品を関税評価する場合に使用できる。」とし（乙イＡ６６），ま

た同委員会において採択された解説２２．１の２７項が「一連の販売にお

ける輸入国への輸出のために販売される場合の輸入貨物の現実に支払われ

た又は支払われるべき価格は，前段階の販売ではなく，輸入貨物を輸入国

に持ち込む前に行われた直近の販売を基に決定されると結論付ける。」と

していることとも整合する。 

そうすると，本件各輸入貨物については，控訴人とＤ社との間の売買

が，関税定率法４条１項に規定する「輸入取引」に当たり，当該売買の価

格に基づき，課税価格を計算すべきこととなる。なお，控訴人がファース

ト・セール理論を採用すべきとするその他の論拠については，引用にかか

る原判決（１４７頁ないし１４９頁）に説示するとおりである。 

ウ したがって，本件各輸入貨物について，控訴人とＤ社との間に売買があ

るとしても，Ｄ社と本件各ベンダーとの間の売買における価格に基づき課

税価格を計算すべきである旨の控訴人の主張（いわゆるファースト・セー

ル理論）は採用することができない。 

(3) 控訴人とＤ社との間の取引が輸入取引とされた場合，本件各更正処分等

及び本件各申告２における課税価格の計算は適法であったか（原判決争点

②）について 

ア 類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物について現実支払価格による方法によらな

いことが適法か（原判決争点②－２の前段，②－３の前段）について 

(ア) この点について，控訴人は，①類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物に関し

て，実際に控訴人からＤ社に支払われたのは控訴人の主張する金額だけ

であって，控訴人とＤ社間には当該貨物の輸入に関してそれ以外の債権



 18 

債務は発生していない，②課税価格は客観的事実に基づき認定されなけ

ればならないのであり，控訴人からＤ社に対して，類型Ⅱ及び類型Ⅲの

輸入貨物の取引について支払われた「現実支払価格」に基づいて，課税

価格は評価されなければならない旨主張する。 

(イ) そこで判断するに，引用に係る原判決前提事実(3)ウ（原判決２３

頁）のとおり，控訴人とＤ社は，平成１６年１０月２６日ころ，本件対

象製品の控訴人による輸入について，それまでＤ社が発行していた各船

積みに応じたＤ社インボイスの発行をしないこととし，控訴人は，類型

Ⅱの輸入貨物につき，本件各ベンダーが発行したベンダーインボイス記

載の価格を仕入書価格として課税計算をして輸入申告をし，β出張所長

からこれらの輸入貨物に係るＤ社インボイスの提出を求められたもの

の，控訴人はこれを提出しなかったというのであり，他に控訴人からＤ

社に対して現実に支払われた価格を認定するに足りる証拠はないから，

類型Ⅱの輸入貨物についての控訴人からＤ社に対する現実支払価格は明

らかでないこととなる。同様に類型Ⅲの輸入貨物についても，税関にＤ

社インボイスが提出されておらず，他に控訴人からＤ社に対して現実に

支払われた価格を認定するに足りる証拠はないから，類型Ⅲの輸入貨物

についての控訴人からＤ社に対する現実支払価格は明らかでないことと

なる。 

(ウ) また，控訴人は，類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物について，実際に控

訴人からＤ社に支払われたのは控訴人の主張する金額だけであり，その

金額を計上しており，そのことは監査法人の報告書（甲イ７９）により

立証されているから，当該価格に基づいて課税価格は評価されなければ

ならない旨主張する。しかし，本件三者間の覚書及び平成１４年７月１

日付け控訴人，Ｄ社及びＥ社間の卸売販売契約書には，控訴人が本件各

輸入貨物を輸入するに当たっては，Ｄ社に対し，輸入許可に関連する手
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数料及び費用などの必要な役務の対価及びマージンを控訴人が負担する

こととされているのであり，Ｄ社が提供する役務の内容やその対価につ

いて，平成１６年１０月２６日の前後で変更があったものとは考え難い

ところ，控訴人が同日前に支払っていたＤ社インボイスによる価格（こ

れはＤ社の役務の対価及びマージンを含むものと解される。）から，同

日をもって突如として本件対象製品の輸入価格にかかる取引価格がベン

ダーインボイスの価格に対応して約３分の１に下がることは極めて不自

然である。また，監査法人の報告書（甲イ７９）は，平成１６年１１月

から同１７年１２月までの期間において，控訴人とＤ社との間の契約に

基づき計算されているライセンス・ロイヤルティフィー・コミッション

の金額を除き，控訴人からＤ社への「役務提供の対価」として支払がな

いことを確認したものにすぎないのであり，上記期間において，類型Ⅱ

及び類型Ⅲの輸入貨物に係る１１４件のベンダーインボイスに対応する

Ｄ社のデビットノート以外に類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物の「貨物代

金」としての別途の支払がないことを証明するものではない。さらにま

た，控訴人は，Ｄ社の役務の提供の代価については貨物の輸入代金と切

り離して別途協議することに合意した旨主張するものの（原審控訴人準

備書面(17)第７の２，５８頁，５９頁），このような合意を認めるに足

りる証拠はない。そして，経験則上，Ｄ社が控訴人のために無償で輸入

取引に関与することは合理的な経済活動からは考え難いところ，Ｄ社の

役務の提供の代価の金額は明らかにされていない（Ｄ社が無償で取引に

関与する合理的な理由があることの主張立証もされていない。）。そう

すると，控訴人からＤ社に対して，類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物の取引

について支払われた「現実支払価格」は確認することができないのであ

って，現実支払価格による方法によって課税価格を計算することはでき

ず，関税定率法４条の２第１項にいう「前条第１項の規定により輸入貨
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物の課税価格を計算することができない場合」に該当するというべきで

ある。 

(エ) したがって，類型Ⅱ及び類型Ⅲの輸入貨物に関して，支払われた

「現実支払価格」がベンダーインボイス記載の価格であり，この価格に

基づいて課税価格は評価されなければならない旨の控訴人の主張は採用

することができない。 

イ 類型Ⅱの輸入貨物について，同種又は類似の輸入貨物の課税価格の方法

によるのに必要な近接性の要件を満たしているか（原判決争点②－２の後

段）について 

(ア) この点について，控訴人は，類型Ⅱの輸入貨物について，関税定率

法４条の２第１項に規定する「当該輸入貨物の本邦への輸出の日に近接

する日」とは，通達の規定する「１月以内」であれば「同時またはほぼ

同時」という文言に反しない余地はあるが，それを超える期間はもはや

「同時またはほぼ同時」に該当しないから，「輸出の日の前後１月以

内」の基準に合致しないのに関税定率法４条の２を適用してされた本件

各更正処分や本件各申告２は関税定率法の規定に違反する旨主張する。 

(イ) そこで判断するに，関税定率法４条の２に規定する「近接する日」

とは，関税評価協定２条に規定される「ほぼ同時」に相当するものであ

るところ，関税評価技術委員会で合意を得て発給された説明文書である

説明ノート１．１の１２項は，「輸出の日にできるだけ直近で，価格に

影響する商慣行及び市場条件が同じ状態である一定期間をカバーするも

の」と規定し，具体的に明確な時間的基準を示していない（乙イＡ２６

の２）。そして，関税評価協定の序説にある「課税価格が商慣行に適合

する簡明かつ衡平な規準を基礎として決定されるべきである」との原則

を踏まえると，「近接する日」とは，当該輸入貨物の輸出の日にできる

だけ近接していることが望ましいものの，輸入貨物の輸出の日と同種貨
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物の輸出の日との間に，ある程度時間がある場合においても，価格に影

響する商慣行及び市場条件が同じ状態であれば，ここでいう「近接する

日」に輸出されたものということができると解するのが相当である。関

税定率法基本通達４の２－１(4)における「『これに近接する日』と

は，おおむね，輸出の日の前後１月以内の日とする。」旨の規定は，一

般に輸出の日の前後１月以内の日であれば，ほぼ同額の取引になる蓋然

性が高いと考えられることから，一応の原則的な考え方を示したものと

考えられ，これを超える場合に同種又は類似の貨物として扱うことが許

されないとしたものとは解されない。この解釈を明確にすべく，上記通

達の定めは，その後，「『これに近接する日』とは，輸入貨物の価格に

影響を与える商慣行及び市場条件が輸出の日と同じと認められる期間の

日をいう。ただし，原則として，輸出の日の前後１月以内の日として取

り扱って差し支えない。」と改められている。 

  そして，関係証拠によれば，控訴人とＤ社とは，一定期間毎に製品毎

の支払金額を合意しており，平成１６年８月２８日，平成１５年価格改

定合意書による金額を同年１月１日に遡って改定する旨の価格改定合意

（以下「平成１６年価格改定合意」という。）をしているところ（乙イ

Ａ１０の２，Ｂ５１８，乙ロ８），類型Ⅱの輸入貨物の輸出の日及び税

関が同種の貨物としたものの輸出の日のいずれも，平成１６年価格改定

合意後の価格で販売されている期間に含まれること，取引関係者が控訴

人とＤ社及び本件各ベンダーの三者であって，貨物の発注方法や運送手

配の方法等の取引実態にはほとんど変更がないものと考えられることか

らすると，類型Ⅱの輸入貨物については，価格に影響する商慣行及び市

場条件は同じ状態である間に輸入されたものと認めるのが相当であり，

「近接する日」に輸入されたとの基準に合致するものと解される。 

(ウ) したがって，「輸出の日の前後１月以内」の基準に合致しないのに
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関税定率法４条の２を適用してされた本件各更正処分や本件各申告２は

関税定率法の規定に違反する旨の控訴人の主張は理由がない。 

ウ 類型Ⅲの輸入貨物について，製造原価からの積算方式又は国内販売価格

からの逆算方式によることができるか（原判決争点②－３の後段）につい

て 

(ア)(a) この点について，控訴人は，関税定率法４条の３第２項に規定

する「本邦への輸出のための販売に係る通常の利潤及び一般経費」

は，関税評価協定６条１項(b)に規定する「同類貨物が輸入貨物の輸

出国の生産者により輸入国への輸出のために販売される場合におい

て，当該同類貨物の価格に含まれる利潤及び一般経費に相当する額」

と同義であり，「通常の利潤及び一般経費」はベンダーの利潤及び一

般経費であるから，証拠として提出された本件各ベンダー３社の原価

明細（甲ロ１の１ないし３）をもって，製造原価からの積算方式によ

り課税価格を計算できる旨主張する。 

(b) そこで判断するに，関税定率法４条の３第２項は，当該輸入貨物

の課税価格を計算することができない場合において，当該輸入貨物の

製造原価を確認することができるときは，当該輸入貨物の課税価格

は，当該輸入貨物の製造原価に当該輸入貨物の生産国で生産された当

該輸入貨物と同類の貨物の本邦への輸出のための販売に係る通常の利

潤及び一般経費並びに当該輸入貨物の輸入港までの運賃等の額を加え

た価格とするとして，製造原価からの積算方式を定める。そこで，控

訴人は，本件各輸入貨物の輸入取引が，控訴人と本件各ベンダーとの

間の取引であるとして，本件各ベンダー３社の原価明細（甲ロ１の１

ないし３）を提出する。しかしながら，本件各輸入貨物の輸入取引

は，控訴人とＤ社との間の取引であることは，上記(1)に判断したと

おりである。そうすると，類型Ⅲの貨物について製造原価からの積算
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方式により課税価格を計算する場合に加算されるべき，「通常の利潤

及び一般経費」としては，ベンダーの利潤及び一般経費だけでなく，

Ｄ社に係る利潤及び一般経費が加算される必要があるが，本件各ベン

ダー３社の原価明細からは，Ｄ社に係る利潤及び一般経費の額を認定

することはできない。 

(c) したがって，本件各ベンダー３社の原価明細をもつて，製造原価

からの積算方式により課税価格を計算できる旨の控訴人の主張は採用

することができない。 

(イ)(a) また，控訴人は，国内販売価格からの逆算方式による計算に必

要な資料はすべて控訴人内部の資料であり，入手可能であるから，国

内販売価格の逆算方式による計算が可能であるにもかかわらず，その

他の方法を用いて課税価格を算定してされた申告は違法であるから，

更正の請求には理由があり，また国内販売価格からの逆算方式による

計算ができるかどうか調査をすることなく行われた本件通知処分は違

法である旨主張する。 

(b) そこで判断するに，関税定率法４条の３第１項１号は，輸入貨物

に国内販売価格がある場合には，当該輸入貨物の課税価格は，その販

売価格から，(ⅰ)当該輸入貨物と同類の貨物（同一の産業部門におい

て生産された当該輸入貨物と同一の範ちゅうに属する貨物）で輸入さ

れたものの国内における販売に係る通常の手数料又は利潤及び一般経

費（(ⅱ)にかかる費用を除く），(ⅱ)国内において販売された輸入貨物

又はこれと同種若しくは類似の貨物に係る輸入港到着後国内において

販売するまでの運送に要する通常の運賃，保険料その他当該運送に関

連する費用，(ⅲ)当該国内において販売された輸入貨物又はこれと同

種若しくは類似の貨物に係る本邦において課された関税その他の課徴

金の額を控除して得られる価格とするとして国内販売価格からの逆算
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方式を定める。ところが，控訴人が訴訟提起後に本件各輸入貨物のう

ち本件対象製品である９品目について集計・算出した営業利益率や経

費割合から当該９品目の利潤や一般経費を算出したとして提出した証

拠は，関税定率法４条の３第１項１号の上記(ⅰ)にいう「同類の貨

物」に当たる本件各ベンダーが製造する他の本邦市場向け貨物に係る

製品についての販売に係る通常の手数料又は利潤及び一般経費の額を

算定しておらず，控訴人の提出証拠からは，国内販売価格からの逆算

方式による適正な課税価格の算出は困難である。また，関係証拠及び

弁論の全趣旨によれば，控訴人は，関税法７条の１５第１項の規定に

基づき，類型Ⅲの貨物にかかる輸入申告につき，更正請求をしている

が，①控訴人は，その理由書において，ベンダーインボイスの価格し

か支払っていないことを理由として，減額更正を求めていたのであ

り，関税定率法４条の３第１項の規定による国内販売価格からの逆算

による方法又は同条２項による製造原価からの積算による方法の適用

を求めてはいなかったこと（乙イＡ７１），また，②更正の請求に当

たって，当該更正の請求をする理由の基礎となる事実を証明する書類

があるときは，これを更正請求書に添付しなければならない（関税法

施行令４条の１７第２項）とされるにもかかわらず，控訴人は，国内

販売価格からの逆算方式による計算に必要な資料を添付しなかったこ

と，③横浜税関は，更正の請求を受けて，控訴人の担当者に対し，上

記関税法施行令の内容を説明した上で，控訴人の更正の請求に係る質

問をするなどして，控訴人の更正の請求に対する調査を行ったが，そ

の後も控訴人から関税定率法４条の３第１項１号の適用を検討するた

めの資料は提出されなかったこと（乙ロ１９，２０，弁論の全趣旨）

が認められる。そうすると，国内販売価格からの逆算方式による計算

に必要な資料が存在していたとは認めることはできない。 
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(c) したがって，国内販売価格の逆算方式による計算が可能である旨

の控訴人の主張は採用することができない。 

(4) 本件各更正処分について，信義則違反が認められるか（原判決争点③）

について 

ア この点について，控訴人は，横浜税関長を名宛人として「輸入貨物の関

税課税価格の決定について」と題する書面を提出しており，その内容はベ

ンダーインボイスに記載された価格を基に課税価格を計算して輸入申告を

することが認められないかにつき横浜税関長に対して教示を求めるもので

あることは一見して明らかであり，この求めに対し，税関長の命を受け

て，Ｇ審査官は，平成１１年１０月１３日の会議において，控訴人に対

し，横浜税関長宛て書簡の付属書類に修正を加えた新しい書類を添付して

控訴人とベンダーとの間の売買を輸入取引とした包括申告書を提出すれば

承認の捺印をして即日交付する旨説明し，この説明どおり添付書類を付し

た包括申告書の提出があった同年１０月２５日に承認印を押捺して即時に

控訴人に交付したが，これは控訴人とベンダーとの間の売買を輸入取引と

して課税価格を算定してよい旨の，税関としての公式見解の表示であるこ

とが明らかであり，事前教示の事務を分掌する職責を有するＧ審査官が，

控訴人の事前教示の求めに対して，当時の慣行どおりに，口頭でベンダー

と控訴人との売買が輸入取引である旨の回答を行ったものであるから，本

件各更正処分等について，信義則違反が適用されるべきである旨主張す

る。 

イ そこで判断するに，租税法規に適合する課税処分について，法の一般原

理である信義則の法理の適用により，これを違法なものとして取り消すこ

とができる場合があるとしても，法律による行政の原理なかんずく租税法

律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては，同法理の適用につ

いては慎重でなければならず，租税法規の適用における納税者間の平等，
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公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて

納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が

存する場合に，初めて同法理の適用の是非を考えるべきものである。そし

て，この特別の事情が存するかどうかの判断に当たっては，少なくとも，

税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したことによ

り，納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したところ，のち

にその表示に反する課税処分が行われ，そのために納税者が経済的不利益

を受けることになったものであるかどうか，また，納税者が税務官庁の当

該表示を信頼しその信頼に基づいて行動したことについて納税者の責めに

帰すべき事由がないかどうかという点の考慮が不可欠である（最高裁昭和

６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事第１５２号９３頁参

照）。 

ウ これを本件についてみるに，原判決第３，１，(3)ないし(6)（原判決９

３頁１４行目から１０８頁２１行目まで）において認定した事実のうち，

①控訴人から横浜税関長に対する平成１１年７月７日付け，９月７日付

け，１０月１３日付けの「輸入貨物の関税課税価格の決定について」と題

する書面がそれぞれ提出され，それぞれ各同日に控訴人の担当者らがＧ審

査官及びＨ調査官と面談したこと（甲イ１１，１３の１，１５の１，），

②７月７日の面談の際，控訴人側が，本件対象製品のうち，Ｆ及びＩにつ

いて，ベンダーからＤ社に販売された時点で控訴人向け専用貨物として取

り扱われることから，ベンダーからＤ社に販売された時点で関税定率法４

条にいう「輸入取引」が発生しており，この価格が課税価格決定の基礎と

なるべきである旨の説明をしたが，税関担当者はこの説明を受け入れるこ

とはなく，Ｇ審査官が重要なポイントは輸入取引において誰が買手であり

誰が売手であるかであり，控訴人の説明によれば，ベンダー，Ｄ社，Ｅ社

及び控訴人の各段階において売買取引が行われていると推察でき，物流如
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何に関わらず，Ｅ社と控訴人との取引価格が課税価格の基礎になるべきで

あり，もしベンダーが売手で控訴人が買手であることを理由にベンダーイ

ンボイスを課税価格算定のための価格とするならば，両社間の売買取引を

証明するための契約書等が必要になる旨の発言がされたこと（甲イ１

２），③９月７日の面談の際，控訴人側の説明に対し，Ｇ審査官が請求及

び支払の流れが控訴人が買手であり，ベンダーが売手であるという立場と

矛盾するとの指摘をしたが，控訴人は請求と支払の流れの中に中間業者を

入れることについて売手と買手双方が合意している場合，その流れ自体は

買手と売手の関係に影響を与えるものではないと説明したこと，また，④

Ｇ審査官がインボイスのサンプルに記載された合計価格（控訴人がＥ社に

支払う金額）と加算要素を含めた商品価格との間に大きな差異があり，税

務調査官が疑問を抱く可能性が高いこと，控訴人が買手であるならばベン

ダーインボイスの宛名は控訴人であるべきとの発言がされたこと（甲イ１

４），⑤１０月１３日の面談の際，横浜税関側から，控訴人が包括評価を

採用したいのであれば，加算要素はベンダーインボイスに示すべきでない

し，加算要素がベンダーインボイスに含まれているのであれば包括評価は

必要なく，通関に関しては，ベンダーインボイスと包括申告書があれば足

り，覚書については控訴人が買手であり，ベンダーが売手であるとの記述

が盛り込むことにより，関係がより明確になるとの指摘がされたこと（甲

イ１６）が重要である。これらの事実を前提とすると，控訴人が本件対象

製品のうち，Ｆ及びＩについて，控訴人とベンダーとの取引が輸入取引で

あり，課税価格はこの輸入取引により決定されるべきであるとの説明をし

たのに対し，Ｇ審査官及びＨ調査官は取引形態の変更がないのであれば課

税価格の決定方法が変わらないが，取引形態が異なるのであれば，ベンダ

ーインボイスに記載された価格を課税価格が算定されることがあり得る旨

の当然のことを応答したにすぎないものと解されるし，控訴人の主張する



 28 

横浜税関担当者との面談は，単なる包括申告書の提出にかかる事前の相談

と控訴人が提出したいとする包括申告書の内容の確認にすぎず，Ｇ審査官

及びＨ調査官において，控訴人に対し，Ｆ及びＩについて，ベンダーイン

ボイスに記載された価格を基に課税価格を計算して輸入（納税）申告をす

るように教示したものと評価するのは相当とはいえない。また，Ｇ審査官

及びＨ調査官は，税関長の命を受けて輸入貨物の申告書の受理又は審査等

を行う者にすぎないのであり（甲イ４５），同人らの言動によって，税務

官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したものと認めるこ

とも困難である。他に税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解

を表示したと認めるに足りる証拠はない。 

なお，関係証拠によれば，控訴人は，平成１１年１０月２５日，横浜税

関長に対し，本件対象製品のうち，Ｆ及びＩについての包括申告書を提出

して，関税定率法４条に基づく評価申告をしたところ，横浜税関において

同日付けの受理印が押捺され，即日，１部が控訴人に交付されたことが認

められる（甲イ１７の１・２）。しかしながら，包括申告書の提出は，貨

物の輸入が同一人との間の継続した輸入取引に係り，かつ，当該貨物に係

る個々の評価申告に係る申告内容が同一の内容となる場合に，あらかじ

め，これらの事項を記載した申告書を税関長に提出することにより，個々

の輸入申告書には，既に包括申告書を提出している旨を付記して，個々の

評価申告に係る申告内容の記載を省略できるというものであるところ，包

括申告書の受領は，必要的事項が記載されている旨の確認を行って受領す

るだけの事実行為にすぎず，その受領が当該申告書の申告内容を是認する

ことを意味するものではないから，これをもって税関長による公式見解の

表示があったものと解することもできない。 

そうすると，本件事実関係の下においては，本件各更正処分等が被控訴

人の控訴人に対して与えた公的見解の表示に反する処分であるということ
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はできず，本件各更正処分等について信義則の適用の前提を欠くものとい

わなければならない。 

エ したがって，本件各更正処分等について，信義則違反が適用されるべき

である旨の控訴人の主張は採用することができない。 

(5) 過少申告加算税を課すべきでない「正当な理由」があったか（原判決争

点⑤）について 

ア この点につき，控訴人は，①税関が一連の会議とその後の行動により，

控訴人がベンダーのインボイス価格により申告することへの要因を与えて

おり，税関はその後の事後調査においても，今回の更正の理由となった事

実と同じ事実を知りながら，見解を変更する旨の公式な見解を表示してお

らず，今回の更正処分が行われるまでは，税関は申告納税制度の下におい

てすべきことをしていなかったといえる，②本件は，数次の事後調査にお

いても，税関が，今回と同じ事実を認識し，更正処分の検討をしながら結

局更正処分を行い得なかったほどに，難解な法律問題を含んでいるとこ

ろ，この難解な法律問題を含む申告に関し，控訴人は，専門家を含め内部

で検討し，さらには，関係する事実をすべて開示して，税関に対して教示

を求める手続を取っているのであり，控訴人は輸入者として申告に際して

すべきことをすべてしているといえるから，ベンダーのインボイス価格に

基づき課税価格が決定されると信じたことには相当の理由があり，過少申

告加算税を課すべきでない「正当な理由」がある旨主張する。 

イ そこで判断するに，国税通則法６５条４項は，修正申告書の提出又は更

正に基づき納付すべき税額に対して課される過少申告加算税につき，その

納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちにその修正申告又は更正

前の税額の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理由がある

と認められるものがある場合には，その事実に対応する部分についてはこ

れを課さないこととしている。また，過少申告加算税は，過少申告による
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納税義務違反の事実があれば，原則としてその違反者に対し課されるもの

であり，これによって，当初から適法に申告し納税した納税者との間の客

観的不公平の実質的な是正を図るとともに，過少申告による納税義務違反

の発生を防止し，適正な申告納税の実現を図り，もって納税の実を挙げよ

うとする行政上の措置である。そうすると，国税通則法６５条４項にいう

「正当な理由があると認められる」場合とは，真に納税者の責めに帰する

ことのできない客観的な事情があり，上記のような過少申告加算税の趣旨

に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷に

なる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁平成１８年４月２０

日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁，最高裁平成１８年４月２

５日第三小法廷判決・民集６０巻４号１７２８頁，最高裁平成１８年１０

月２４日第三小法廷判決・民集６０巻８号３１２８頁参照）。 

ウ 本件についてこれをみるに，税関担当者がベンダーのインボイス価格を

基に課税価格を計算して輸入（納税）申告をするように教示した事実が認

められないことは，前記(4)ウに判断したとおりである。また関係証拠に

よれば，横浜税関長は，平成１２年１０月２０日申告に係る包括申告書を

始めとし，数度にわたり，包括申告書の税関記入欄に「売手，買手の認定

について輸入者と見解の相違があるが輸入者の申し出により受理する。な

お，輸入の許可後，税関長の調査により，この申告に基づく輸入申告によ

る税額等を更正することがあります。」と記載して包括申告書を交付して

いることが認められ（乙イＡ２７），横浜税関は，控訴人から提出された

包括申告書に係る売手の認定について，控訴人と見解の相違があることを

明示しており，控訴人においてベンダーのインボイスの価格に基づき課税

価格が決定されると信じる状況になかったことが明らかである。そうする

と，上記のような状況の下で行われた過少申告について，控訴人において

真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり，過少申告
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加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課することが

不当又は酷になる場合に当たると評価することは困難である。 

エ したがって，本件につき過少申告加算税を課すべきでない「正当な理

由」がある旨の控訴人の主張は理由がない。 

(6) 控訴人は，他にもるる主張するが，いずれもその前提を欠くものである

ことから主張自体失当であるか，または独自の見解というべきもの，ないし

従前の主張と整合性を欠くものであって，これを採用することはできない。 

(7) 小括 

以上によれば，処分行政庁らがした本件各更正処分等はいずれも適法であ

り，また控訴人の各更正の請求には理由がなく，本件各通知処分はいずれも

適法であるから，控訴人の本件請求は，いずれも理由がない。 

３ 結論 

  以上によれば，控訴人の本件請求は，いずれも理由がないから棄却すべきで

あり，これと同旨の原判決は相当である。 

 よって，本件控訴は理由がないから棄却することとして，主文のとおり判決

する。 
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